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日本ユニシスの経営戦略日本ユニシスの経営戦略

平 成 １３年 ５月２１日

日 本 ユ ニ シ ス 株 式 会 社

インターネット社会の発展を支える
ソリューションクリエータ
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■ 平 成 １２年 度 の 実 績
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　　（２）注 力 分 野 と主要施策
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　◆ コスト構 造 改 善
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◆長期経営ビジョン
　　　・インタ－ネット社会の発展をささえるソリューション・クリエータとなる

　　　・日本ユニシス・グループとしての成長・発展に注力し、インターネット社会での

　　　　重要なポジションを占める企業グループの形成を目指す。

平成１２年度の重点戦略　

◆ 事 業 基 盤

　

◆ 事 業 戦 略
－－   成 長 戦 略 の 重 点成 長 戦 略 の 重 点   －－
　・Ｅビジネス　・Ｅビジネス
　・サービス事業　・サービス事業
　・アウトソーシング　・アウトソーシング
　・テクノロジ　・テクノロジ
　・ネットワーク　・ネットワーク

－－   マーケティング関連マーケティング関連  －－

　　・販 売 力 強 化　　・販 売 力 強 化

　　・統 合 マ ー ケ テ ィ ン グ 機 能 強 化　　・統 合 マ ー ケ テ ィ ン グ 機 能 強 化

－－   グ ル ー プ 戦 略グ ル ー プ 戦 略   －－

－ＢＰＲ－ＢＰＲ

－ 人 事 ・人 材 活 性 化－ 人 事 ・人 材 活 性 化

－ブランディング－ブランディング

－リスク管理－リスク管理

－ 環 境 問 題 対 応－ 環 境 問 題 対 応

－ 社 会 的 貢 献－ 社 会 的 貢 献
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平成１２年度の損益

１３年度経営方針への反映１３年度経営方針への反映１３年度経営方針への反映

中期計画の想定よりも遥かに中期計画の想定よりも遥かに
早いスピードで環境は変化早いスピードで環境は変化

・情報化投資スピード鈍 化
・成 長 事 業 へ の 転 換

・・売 上 総 利 益 の 低 下売 上 総 利 益 の 低 下

　　　営業利益の　　　　　　営業利益の　　　
急激な低下急激な低下

　売上前期比微増　　売上前期比微増　
（日本ﾕﾆｼｽ単体ではマイナス）（日本ﾕﾆｼｽ単体ではマイナス）
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22.9%
8.6%

20.2%23.8%

24.5%
コンピュータ販売

コンピュータ賃貸収入

ソフトウェア

システムサービス

保守サービス等

平成１２年度売上構成比

ｺﾝﾋ ﾟ ｭｰﾀ販売

 HW販売とｼｽﾃﾑ・ｻｰﾋ ﾞｽの売上、売 上 総 利 益 率 の 推 移

ｼｽﾃﾑｻｰﾋﾞｽ

売上高、売上総利益率共、ｼｽﾃﾑｻｰﾋ ﾞｽがｺﾝﾋ ﾟｭｰﾀ販売を上回る

売 上 高 の 推 移 （ 単 位 億 円 ）
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平成１２年度のまとめ

・・Ｅビジネスの進展Ｅビジネスの進展
・・ｱｳﾄｿｰｼﾝｸ ﾞの急伸ｱｳﾄｿｰｼﾝｸ ﾞの急伸

旺盛な需要旺盛な需要

・受 注 高 、受 注 残 の 伸 び・受 注 高 、受 注 残 の 伸 び
・・ES7000ES7000等による新規顧客等による新規顧客

受注の増大受注の増大

・ユニアデックスを中心に・ユニアデックスを中心に
好 業 績 を 達 成好 業 績 を 達 成

ｸﾞﾙｰﾌﾟ会社のｸﾞﾙｰﾌﾟ会社の
業績急伸業績急伸

・・BPRBPR稼 働 開 始稼 働 開 始
・・EEﾋ ﾞｼ ﾞﾈｽへの投資ﾋﾞｼ ﾞﾈｽへの投資

　　将来に向けての　　　　将来に向けての　　
投資成果の結実投資成果の結実

積極果敢な挑戦

新生日本ユニシス・グループ
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平成１２年度の実績
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 Ｅビジネス実績  Ｅビジネス実績

日 本 ユ ニ シ ス の Ｅ ビ ジ ネ ス 実 績 割 合日 本 ユ ニ シ ス の Ｅ ビ ジ ネ ス 実 績 割 合

8 6 %

1 4 %

Ｅ ﾋ ﾞ ｼ ﾞ ﾈ ｽ 売 上

Ｅ ﾋ ﾞ ｼ ﾞ 以 外 の 売 上

8 6 %

1 4 %

Ｅ ﾋ ﾞ ｼ ﾞ ﾈ ｽ 売 上

Ｅ ﾋ ﾞ ｼ ﾞ 以 外 の 売 上

Ｅ ビ ジ ネ ス の 実 績

全 体 の 14%
（システムサービス売上）

ﾊﾞｲﾔｰ

　　　　　　　　　　　　認証

マーケット
プレイス

決 済

物 流

セラー

　　電子調達（ｅ-Procurement）

　　マーケットプレース決済

　  特急座席予約システム（ｉ-mode）

　　電力関連資材調達

　  食品通販サイト

　  インターネット通販

　（UCC、ﾏｶﾞｼﾞﾝﾊｳｽ、三井物産）
　  情報コミュニティーサイト

ジャパン・イーマーケット

す か い ら ー く

日 本 興 業 銀 行

ニ チ レ イ

近 畿 日 本 鉄 道

ユニクロ（ﾌｧｰｽﾄﾘﾃｰﾘﾝｸ ﾞ）

Hanako West Café

（敬 称 略 ）

イー・トレード証券（e-Trade）

カブドットコム証券（Kabu.com）

インターネット・トレーディング

インターネット・トレーディング
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asaban.comサ ー ビ ス 基 盤

ｷ ｬ ﾝ ﾊ ﾟ ｽ
ｺ ﾐ ｭ ﾆ ｹ ｰ ｼ ｮ ﾝ

dot-
Learning

dot-
Cabinet

kiban@asaban

Global
Web EDI

eCRM
コンタクト

センター

e-Procuremente-Marketplace

RICOH

す か い ら ー く

 電 力 資 材 調 達 市 場
ジャパン・イー・マーケット

サプライヤー
バイヤー

ＪＴＢ

繊維ＥＤＩ事業
大 阪 ア パ レ ル

日 本 興 業 銀 行

e-Marketplace付 帯 サ ー ビ ス

企業内個人市場

消費者

リセラー

大 阪 ガ ス

日 建 設 計

建設現場
建設現場建設現場

（プロジェクト）

コクヨ

大 林 組
東 北 電 力 北 陸 電 力

特約店

ネット
リコー

kiban@asaban
（ASP基 盤 レ ン タ ル ）

１８サイト受注

kiban@asaban
（ASP基 盤 レ ン タ ル ）

１８サイト受注

ジャパン・イー・マーケット
の 創 設 ・運 用 を 受 注

ジャパン・イー・マーケット
の 創 設 ・運 用 を 受 注

Asaban商 業 CyberPark

（ﾊ ﾞ ｰ ﾁ ｬ ﾙ ･ ｷ ｬ ﾝ ﾊ ﾟ ｽ ）

建 設 コ ミ ュ ニ
ケーション

欧 州 三 井 物 産
（欧州コマツ）

（出 張 Navi）

建 設 コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン サ ー ビ ス
４０プロジェクトの受注

建 設 コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン サ ー ビ ス
４０プロジェクトの受注

（敬 称 略 ）

 asaban.com  asabanasaban..comcom
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アウトソーシングビジネス実績アウトソーシングビジネス実績アウトソーシングビジネス実績

　　ビ ジ ネ ス 本 格 展 開 に 向 け 、
　　　アウトソーシング事業推進部　を 設 立
　　ビ ジ ネ ス 本 格 展 開 に 向 け 、
　　　アウトソーシング事業推進部　　　　アウトソーシング事業推進部　を 設 立

平成１２年度アウトソーシングビジネス実績平成１２年度アウトソーシングビジネス実績

● 　獲得総ビジネス規模　：　約１５００億円約１５００億円

ｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞ･ﾋﾞｼﾞﾈｽによる NULｸ ﾞ ﾙ ｰ ﾌ ﾟ 売 上 合 計 （＊）
（ ＊ ） 関 連 約 定 を 含 め た 売 上 合 計

4343
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210210

 H12
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 H14
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110110

220220Ｈ １ ２ 年 度 実 績

125125

 H11
(1999)

●

400

450

500

　目標
●

単位：億円

●

●  大 手 通 販 会 社 （ニッセン）

　 　 基 幹 業 務 の 全 面 ア ウ ト ソ ー シ ン グ 受 注

● 地 方 銀 行 ・ 信 用 金 庫 に フ ォ ー カ ス し た

　 　 ア ウ ト ソ ー シ ン グ ビ ジ ネ ス 展 開

　　・山 梨 中 央 銀 行 、 福 岡 銀 行 、

　 　 　 広 島 銀 行 、 殖 産 銀 行 、

　 　 　 福 島 銀 行 な ど

●ジョイント・ベンチャーによるアウトソーシング

　 新 会 社 「エイタス」設立

　 ・ 日 本 エ ア シ ス テ ム （J A S ）の

   　 基 幹 業 務 ア ウ ト ソ ー シ ン グ

　　 （東 電 コ ン ピ ュ ー タ サ ー ビ ス 、 三 井 物 産 、

　   　 日 本 ユ ニ シ ス の ３ 社 が 出 資 ）

●  大 手 通 販 会 社 （ニッセン）

　 　 基 幹 業 務 の 全 面 ア ウ ト ソ ー シ ン グ 受 注

● 地 方 銀 行 ・ 信 用 金 庫 に フ ォ ー カ ス し た

　 　 ア ウ ト ソ ー シ ン グ ビ ジ ネ ス 展 開

　　・山 梨 中 央 銀 行 、 福 岡 銀 行 、

　 　 　 広 島 銀 行 、 殖 産 銀 行 、

　 　 　 福 島 銀 行 な ど

●ジョイント・ベンチャーによるアウトソーシング

　 新 会 社 「エイタス」設立

　 ・ 日 本 エ ア シ ス テ ム （J A S ）の

   　 基 幹 業 務 ア ウ ト ソ ー シ ン グ

　　 （東 電 コ ン ピ ュ ー タ サ ー ビ ス 、 三 井 物 産 、

　   　 日 本 ユ ニ シ ス の ３ 社 が 出 資 ）

（敬 称 略 ）

主 な 受 注 案 件主 な 受 注 案 件
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 サーバビジネス実績（ＥＳ７０００）  サーバビジネス実績（ＥＳ７０００）サーバビジネス実績（ＥＳ７０００）

平成１２年度　受注　１００台１００台　達成

●  大 規 模 デ ー タ ベ ー ス
　　　　　　　／ ﾃ ﾞ ｰ ﾀ ｳ ｪ ｱ ﾊ ｳ ｽ 分 野 （26%）
●  大規模トランザクション
　　　　　／ WEBｱ ﾌ ﾟ ﾘ ｹ ｰ ｼ ｮ ﾝ 分 野 （26%）
●  サ ー バ 統 合 分 野 （18%）

● 新 規 顧 客 、新分野において、合計５８台の受注

　  全 体 の 約 ６０％ が 新 規 開 拓

販 売 分 野 と 主 要 顧 客

ﾃﾞｰﾀｳｪｱﾊｳｽ
26%

サーバ統合
18%

その他
30%

大規模
ﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝ

26%・三 井 住 友 銀 行 BANCSｾﾝﾀｰ・ｹﾞｰﾄｳｪｲｼｽﾃﾑ

・（株 ）JTBの 総 合 ECｻｲﾄ（JTB INFOCREW）

・カブドットコム証券（株 ）

・グンゼ（株 ）
・ （株）ファーストリテーリング

・ （株）レナウンルック

・トヨタ自動車（株）

・住友大阪セメント（株）
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 ネットワークビジネス実績  ネットワークビジネス実績ネットワークビジネス実績

0

5 0

1 0 0

1 5 0

日 本 ユ ニ シ ス ユ ニ ア デ ッ ク ス 合 計

ＮＴＴデータ
ヤ マ ダ 電 気
キ ュ ー ソ ー 流 通 シ ス テ ム
新 光 証 券
農 林 中 央 金 庫
日 本 テ レ コ ム
アット東京
ＡＮＡ
さ く ら 情 報 シ ス テ ム 　
　　　　　　　　　　　　　等

主 要 客 先 （敬 称 略 ）
ＩＰネ ッ ト ワ ー ク ビ ジ ネ ス 売 上

　 H11年 度

　 H12年 度

（億 円 ）

伸 び 率

１９．６％
６８．５％

３８．８％

保 守 ・ 運 用 サ ー ビ ス

設 計 ・ 構 築 サ ー ビ ス

計 画 サ ー ビ ス

最 適 な ﾃ ｸ ﾉ ﾛ ｼ ﾞ ｰ ／ 製 品 の 選 択

ネ ッ ト ワ ー ク
インテグレーション

・ サ ー ビ ス

ネ ッ ト ワ ー ク

・テクノロジ
・ サ ー ビ ス

サ ー バ
ビ ジ ネ ス

サ ー バ
ビ ジ ネ ス

ス ト レ ー ジ
ビ ジ ネ ス

ス ト レ ー ジ
ビ ジ ネ ス

Ｅ－ビジネス・ソリューション

ＥＣ、ＥＲＰ、SCM、CRM

ユニアデックス

日本ユニシス
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平成１３年度

経営方針

14

◆平成１３年度経営方針骨子

経 営 資 源 を 成 長 分 野 へ 集 中経 営 資 源 を 成 長 分 野 へ 集 中

e-e-ビジネス、サービス事業拡大ビジネス、サービス事業拡大

üüスピード経営スピード経営とと
アカウンタビリティアカウンタビリティ

üüコスト構造改善コスト構造改善

ww ハ ー ドウェア収益減ハ ー ドウェア収益減

ww 退 職 給 付 費 用 増 加退 職 給 付 費 用 増 加

経 営 環 境経 営 環 境

ww 成長分野である成長分野である

　　  サービス中心のサービス中心の

      ビジネスモデルビジネスモデル

ＩＴ市 場 の 拡 大 はＩＴ市 場 の 拡 大 は
サービス中心に進展サービス中心に進展

１３年度経営方針のポイント１３年度経営方針のポイント
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経営資源を成長分野へ集約

市場市場

特 定 顧 客 対 応特 定 顧 客 対 応特 定 顧 客 対 応

業種対応事業業種対応事業

◆ 金 融 部 門◆ 金 融 部 門

◆ 社 公 部 門◆ 社 公 部 門

◆ Ｉ＆ Ｃ 部 門◆ Ｉ＆ Ｃ 部 門

ｿﾘｭｰｼｮﾝ・ｿﾘｭｰｼｮﾝ・製 品 対 応 事 業製 品 対 応 事 業
　　　　　　　　　　　　　　

　　◆ ｅ◆ ｅ  ﾋ ﾞｼ ﾞﾈｽ・ｿ ﾘ ｭ ｰ ｼ ｮ ﾝ 事 業ﾋ ﾞｼ ﾞﾈｽ・ｿ ﾘ ｭ ｰ ｼ ｮ ﾝ 事 業

　 ◆ ｼ ｽ ﾃ ﾑ ･ ｲ ﾝ ﾃ ｸ ﾞ ﾚ ｰ ｼ ｮ ﾝ 事 業　 ◆ ｼ ｽ ﾃ ﾑ ･ ｲ ﾝ ﾃ ｸ ﾞ ﾚ ｰ ｼ ｮ ﾝ 事 業

　◆ｱｳﾄｿｰｼﾝｸ ﾞ事業　◆ｱｳﾄｿｰｼﾝｸ ﾞ事業

　◆ﾃｸﾉﾛｼﾞ・ｿ ﾘ ｭ ｰ ｼ ｮ ﾝ 事 業　◆ﾃｸﾉﾛｼﾞ・ｿ ﾘ ｭ ｰ ｼ ｮ ﾝ 事 業

　　（　　（ES7000ES7000、、ｽﾄﾚｰｼﾞ、ﾈｯﾄﾜｰｸ）ｽﾄﾚｰｼﾞ、ﾈｯﾄﾜｰｸ）

関 西 地 域 対 応関 西 地 域 対 応関 西 地 域 対 応

　　自 己 完 結 型 の 事 業 運 営 体 制 に よ る ｽ ﾋ ﾟ ｰ ﾄ ﾞ 経 営 の 実 現自 己 完 結 型 の 事 業 運 営 体 制 に よ る ｽ ﾋ ﾟ ｰ ﾄ ﾞ 経 営 の 実 現

16

注 力 分 野

日本ユニシスは、顧 客 が日本ユニシスは、顧 客 がe-Transformatione-Transformation
を実現する分野に注力を実現する分野に注力

ＥＣ，ＥＲＰ，ＣＲＭ，ＳＣＭ

e-Ｍａｒｋｅｔｐｌａｃｅ，e-Procurement

asaban .com，Kiban@asaban

アウトソーシング

ＥＣ，ＥＲＰ，ＣＲＭ，ＳＣＭＥＣ，ＥＲＰ，ＣＲＭ，ＳＣＭ

e-e-Ｍａｒｋｅｔｐｌａｃｅ，Ｍａｒｋｅｔｐｌａｃｅ，e-Procuremente-Procurement

asabanasaban .com.com，，KibanKiban@@asabanasaban

アウトソーシングアウトソーシング
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◆サービス関連

　　＊インテグレーション・サービス

　　＊アウトソーシング・ビジネス

　　＊サポート・サービス・ビジネス

◆テクノロジ・ビジネス関連

　　＊ストレージ・ビジネス

　　＊ネットワーク・ビジネス
　　＊ＥＳ７０００ ビジネス

◆その他

　　＊ｴﾝﾀｰﾌﾟﾗｲｽﾞ・ｻｰﾊﾞ・ﾋﾞｼﾞﾈｽ

　　＊ＷｅｂＴｅｌセールス

　　＊グループ戦略　

主 要 施 策

18
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マ ル チ ベ ン ダ ー ・ サ ポ ー ト ・ サ ー ビ ス 売 上 推 移

事業戦略：サービス・ビジネス

◆インテグレーション・サービス
　　■ 営 業 ・ＳＥ一体の事業体制による売上・収 益 の 拡 大
　　■ e-Transformationを実現する先進技術・サービスの提供

　　■ 量 的 拡 大 と 競 合 力 強 化 へ の 対 応
◆サポート・サービス
　　■ マルチベンダー・サポート・サービスの提供推進
　　■ビジネス・アライアンスによるマーケットの 拡 大

シ ス テ ム サ ー ビ ス 売 上 と 利 益 率 の 推 移
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◆ブロードバンドに対応したストレージ・ビジネス立上げ
　　　■ 商 品 企 画 、マーケテイング、販売機能を一本化した
　　　　　事業体制によるストレージ売上拡大
　　　■ＳＡＮ／ＮＡＳによるｽﾄﾚｰｼﾞ統合ﾋﾞｼﾞﾈｽ推進
　　　■新規ビジネス分野の創出

Source: IDC Japan 2000/09
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1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004

ス ト レ ー ジ 全 体

オ ー プ ン

国内ストレージ市場規模予測（国内ストレージ市場規模予測（1998-20041998-2004））
単 位 ： 億 円単 位 ： 億 円

既存市場は、ストレージソリューション
等 に よ り 付 加 価 値 売 上 を 拡 大  

ブロードバンドによる
巨大なディスク市場が出現

ストレージビジネス
拡 大 の 基 本 ス キ ー ム

GB単 価 下 落 に よ る 既 存 市 場 の 売 上 低 下

売 上

事業戦略：テクノロジ（ストレージ・ソリューション）

20

事業戦略：エンタープライズ・サーバ・ビジネス

■ユーザのアプリケーション資産を保護しつつ、
　　オープン環境への緩やかなマイグレーションパス
　　を提供する「新世代サーバ」が登場

　　　　　ＣＭＰアーキテクチャ上でIntelとUnisys固 有 環 境 が 共 存
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ＣＭＰ：C e l l u l a r  M u l t i - P r o c e s s i n g ）

■ユーザのアプリケーション資産を保護しつつ、
　　オープン環境への緩やかなマイグレーションパス
　　を提供する「新世代サーバ」が登場

　　　　　ＣＭＰアーキテクチャ上でIntelとUnisys固 有 環 境 が 共 存
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ＣＭＰ：C e l l u l a r  M u l t i - P r o c e s s i n g ）

* 

Unisys e-@ction CMP Servers

Windows OS2200 MCP

CS7802
Voyager

CS7101
Clipper

ClearPathII

ES7000
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事業戦略：WebTelセールス

WebTelセールス  ：  概 念 図

一 般一 般

潜 在 顧 客潜 在 顧 客

顧  客顧  客

優 良 顧 客優 良 顧 客

戦略パートナ
各 社

戦略パートナ
各 社

通
信
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

E-mail
Web

Tel
Fax

Ｗ ｅｂ系  ： Kiban@asaban

Ｔｅｌ系  ： コールセンタ 

◆ 目 的
　・WebTe lチ ャ ネ ル を 活 用 し た 新 た な 営 業 活 動 の 創 出 と 実 践
◆ 目 標
　・売 上 増 大 、販 売 管 理 費 比 率 の 低 減 、 お 客 様 の 利 便 性 向 上

◆ 目 的
　・WebTe lチ ャ ネ ル を 活 用 し た 新 た な 営 業 活 動 の 創 出 と 実 践
◆ 目 標
　・売 上 増 大 、販 売 管 理 費 比 率 の 低 減 、 お 客 様 の 利 便 性 向 上

ブランディング
リード
マーケ

ティング
　　　商品販売

ユ ー ザ
・サ ポ ー ト
サービス

コンタクト
センタ機能

ダイレクト
　　　ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ

機 能

セ ー ル ス
　センタ
　機能

　ﾕｰｻﾞ･ｻﾎﾟｰﾄ
センタ
機 能

22

業務ＡＰ
サービス

ＯＳ、ＤＢ
ミドルウェア

ネットワーク

事業戦略：主要アライアンス

サーバ

ストレージ

ネットワーク

全
般 米国ユニシス日本ユニシス
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グループ戦略

　 　 ■ 戦 略 的 子 会 社 設 立 、 出 資

　　　　－（株 ）ジャパン・イーマーケットに出資

　　　　－（株 ）エイタス設立

　　■ソフトウェア関連グループ会社との連携強化

　　　　－日 本 ﾕ ﾆ ｼ ｽ ・ｴｸｾﾘｭｰｼｮﾝｽ ﾞの１００％子会社化

　　 　　　 関 西 地 区 ソ フ ト 子 会 社 強 化

　　　　ー住宅ＣＡＤ、金融系ソリューション業務等の業務移管

　 　 ■ グ ル ー プ 企 業 の ス タ ッ フ 業 務 効 率 の 向 上

　　　　－日 本 ユ ニ シ ス ・アカウンティング（株 ）設 立

    ■戦略的グループ経営の展開により、

　　　グループ全体の経営効率向上と業績拡大を目指す
    ■ソフトウェア関連グループ会社との連携強化による

　　　サービスリソースの拡大     

24

◆  執 行 役 員 制 導 入

◆ 導 入 の 理 念 ・目 的

「経営の意思決定と監督」と

「具 体 的 な 業 務 執 行 」の分離により

  

① 取 締 役 会 の 活 性 化

  ② 業 務 執 行 の 効 率 化 と責任の明確化

◆ 導 入 の 理 念 ・目 的

「経営の意思決定と監督」と

「具 体 的 な 業 務 執 行 」の分離により

  

① 取 締 役 会 の 活 性 化

  ② 業 務 執 行 の 効 率 化 と責任の明確化

◆ 来 年 以 降 の 法 制 化 を 睨 み 、段 階 的 導 入 を 進 め る◆ 来 年 以 降 の 法 制 化 を 睨 み 、段 階 的 導 入 を 進 め る
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コスト構造改善

■オープン化の進展により利益率は緩やかに低下

　 退職給付費用、減価償却費等のコスト増加

　　　　　　低差益率に対応したコスト構造の確立

◆販売管理費、売上原価の中の固定的費用を圧縮

◆サービス関連、物流購買コスト等の節減

◆ BPR本稼働による業務効率向上

■オープン化の進展により利益率は緩やかに低下

　 退職給付費用、減価償却費等のコスト増加

　　　　　　低差益率に対応したコスト構造の確立

◆販売管理費、売上原価の中の固定的費用を圧縮

◆サービス関連、物流購買コスト等の節減

◆ BPR本稼働による業務効率向上

ユニクロユニクロ
（2000.10.18）

Hanako Hanako 
WEST CafWEST Caféé

（2000.11.16）

ジャパンジャパン
イーマーケットイーマーケット

（2000.12.19）

すかいらーくすかいらーく
（2000.12.27）

お客様  with Unisys.
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（注）本資料で記述しております将来見通し等の予測数値は、現時点での入手可能な情報による判断および
　　　仮定に基づき算定しており、リスクや不確定要素の変動および経済情勢等の変化により、実際の業績数値
　　　等は、本資料における見通しと大きく異なる可能性があることをご承知おきください。

www.unisys.co.jp


